
沖縄県サンゴ礁保全推進協議会 サンゴ礁保全活動助成事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 沖縄県サンゴ礁保全推進協議会（以下「協議会」という。）は、「対象区域のサンゴ礁の

保全に関する活動を推進するため、必要となる事項の協議及び活動支援などを行うこと」

を目的として、サンゴ礁保全活動等を行う団体または個人への助成事業を実施する。 

 

（助成対象活動） 

第２条 助成対象となる活動は、協議会の趣意書・基本理念に合致するもので、海域にとどまらず、

陸域を含めた総合的で持続的なサンゴ礁の保全活動となる次の内容とする。 

（１）撹乱要因の除去活動 

（２）サンゴ礁保全に関する意識の向上・広報啓発等の活動 

（３）調査研究・モニタリング 

（４）その他サンゴ礁の保全に関すること など 

 

（助成対象） 

第３条 助成対象は、次の条件を満たす団体・個人でなければならない。 

（１）協議会の趣旨に賛同し、会員の資格を有していること。 

（２）法令等に違反していないこと。 

（３）予算、決算、事業報告を適正に行えること。 

（４）宗教活動や政治活動を目的としていないこと。 

（５）特定の公職者（候補者を含む）又は政党を推薦、支持、反対することを目的としていないこ

と。 

（６）暴力団でないこと、暴力団又は暴力団員の統制の下にある団体でないこと。 

 

（助成事業の手続き等） 

第４条 助成を希望するものは、助成申請書（第１号様式）に関係書類を添付の上、協議会会長（以

下「会長」という）に提出しなければならない。 

２ 手続き等については、別に定める要領等に従うものとする。 

 

（普及広報） 

第５条 助成対象者は、助成対象活動の際及び活動の成果を公表する際には、協議会からの助成を

受けた活動である旨の普及広報に努めるものとする。 

２ 活動実施後、協議会活動交流会等において、活動報告を行うこと。 

 

（助成事業の窓口） 

第６条 協議会は、助成事業の事務を円滑に行うために助成事業業務の全部または一部を、外部の

第三者に委託することができるものとし、その実務は次のとおりとする。 

（１） 協議会名義の口座（助成事業分）の通帳等の管理 

（２） 本助成事業の出納管理等の会計事務 



（３） 本助成事業にかかる外部からの問い合わせへの対応 

（４） 本助成事業業務に関する申請受付の開催等に係る事務、実績報告等の取りまとめ 

（５） その他、本助成事業の実施に関する業務 

 

（審査会） 

第７条 協議会は、助成対象活動の公平な決定を行うために、サンゴ礁保全活動助成事業審査会（以

下「審査会」）を設置することとし、その構成員は、理事会で承認するものとする。 

２ 審査会の構成は、審査会長及び審査員とし、審査会長は理事の中から会長が任命するもの

とする。 

３ 審査会は、第４条により提出された助成申請書等について審査（必要に応じて申請者に対

しヒアリング）を行い、助成対象活動として相応しいものを選定する。 

４ 審査会で技術的な判断が困難な場合は、外部の有識者にヒアリングできるものとする。そ

の際には、申請内容の取り扱いに十分注意する。 

 

（助成対象の決定等） 

第８条 理事会は、審査会からの審査結果を承認し、その結果を助成審査結果通知書（第２号様式）

により、申請者に通知するものとする。 

２ 前項による助成審査結果通知を受けた後、この助成金の申請を取り下げようとするときに

は、この通知を受けた日から起算して 20 日以内に、その旨を記載した書面を提出しなけ

ればならない。 

 

（助成金の交付） 

第９条 審査結果通知書により通知を受けた助成対象団体は、審査結果通知書にある採択金額の半

額を限度とし概算払い請求書（第８号様式）により申請できる。 

 

（活動費等の変更） 

第１０条 助成対象活動について変更が生じた場合は、速やかに会長に助成活動変更承認申請書

（第３号様式）を提出し、その承認を受けなければならない。但し、会長が軽微な変更で

あると判断した場合は、この手続きを省略することができる。 

２ 助成対象活動の活動費総額等の変更を承認する場合は、その旨を、助成対象活動変更承認

通知書（第４号様式）により申請者に通知するものとする。 

３ 詳細については、別に定める要領等に従うものとする。 

 

（助成対象活動の実施確認） 

第１１条 協議会は、必要に応じて、助成対象活動が申請書の記載内容に基づき適正に実施されて

いるか否か、ヒアリングや現地調査等により確認する。 

 

（実績報告） 

第１２条 第９条の規定に基づき助成金の交付を受けた者は、活動完了後、助成活動実績報告書（第

５号様式）に関係書類を添付のうえ、提出しなくてはならない。 



２ 詳細については、別に定める要領等に従うものとする。 

 

（助成金額の確定） 

第１３条 助成活動実績報告書の書類審査及び必要に応じて行うヒアリングや現地調査等により、

助成金額確定通知書（第６号様式）により助成対象者に通知する。 

２ 前項において、報告に係る助成対象活動の結果が活動費の減額等により、既に交付した助

成金の一部返還等が必要と認められるときは、助成金一部返還請求書（第７号様式）によ

り、助成金の返還を命じることができる。 

３ 詳細については、別に定める要領等に従うものとする。 

 

（助成の取り消し等） 

第１４条 助成の取り消し等については、別に定める要領等に従うものとする。 

 

（帳簿等の整備） 

第１５条 助成金の交付を受けた者は、助成金に係る経理についてその収支の事実を明確にした証

拠書類を整備し、かつ、これらの書類を助成活動が完了した日に属する会計年度の終了後

5年間保存しなければならない。 

 

（委 任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は会長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２３年８月２５日から施行する。 

この要綱は、平成２９年６月１７日から施行する。 

 

 

 

 


